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第 5 世代移動通信システム（5G）の商用サービスのエリア拡大が進み、これまでハイエン

ドモデル中心であった 5G 対応端末はミドルクラスにも広がり、2021 年後半にはローエンド

モデルも市場へ投入され、5G の普及する環境が整って参りました。 
またローカル 5G においては、総務省において様々な業種の課題解決に向けた実証試験が

行われ、2021 年 1 月には行政、民間の連携を図るべく、新たにローカル 5G 普及推進官民連

絡会が設立され、今後更にローカル 5G 導入に向けた取り組みが加速されていくものと想定

されます。 
一方、2030 年頃の実用化に向けた次世代移動通信システム（いわゆる Beyond 5G）の研

究開発が進められており、既に各国が特許取得や標準化に向けた取り組みを始めています。 
日本でも、Beyond 5G 推進コンソーシアム白書分科会を中心に、2030 年代の社会像を展

望し、多様な業界の意見を取り込みながら、Beyond 5G のユースケースや通信への要求条件

の明確化の議論が行われる等、Beyond 5G に向けた活動が本格化しつつあります。 
今回の電波利用懇話会では、NTT ドコモ欧州研究所の CTO/CSO として 10 年以上勤務す

るとともに、欧州の研究開発プロジェクト責任者等の要職を歴任された Hendrik Berndt 氏
に、「Europe and USA targeting 6G - different journeys, same destination」と題して、当

会が依頼している「欧州および米国における Beyond 5G の研究開発動向の調査」に関する

成果の中から、欧州および米国における Beyond 5G / 6G に関する活動の最新動向について

ご説明頂きます。 
今回も新型コロナウィルス対策として、オンラインセミナーとして開催いたします。ご関

心をお持ちの多くの皆様がご参加下さいますようご案内申し上げます。 
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記 

1 日   時：2022 年 3 月 24 日(木)  16 時~17 時 30 分 
2 場所・形態：オンラインセミナー（Zoom ウェビナー使用） 
3 題   名：Europe and USA targeting 6G - different journeys, same destination 

 ※英語での講演（通訳はつきません。） 
4 講   師：元 NTT ドコモ欧州研究所 CTO/CSO  Hendrik Berndt 氏 
5 参 加 者：180 名程度（定員になり次第締め切らせていただきます。） 
6 申 込 先：当会ホームページの「講演会等開催案内」よりお申込みください。 

（https://www.arib.or.jp/osirase/seminar/index.html） 
7 参 加 費：無料 
8 問 合 せ 先：企画国際部 電波利用懇話会事務局 辻道 
   TEL: 03-5510-8592 E-mail:arib-seminar2021@arib.or.jp 

 
 
 
 
 
 
 
 

2 月 15 日（火）：第 292 回業務委員会 Web 会議 
2 月 16 日（水）：第 186 回電波利用懇話会 オンラインセミナー 
2 月 16 日（水）：スタジオ設備開発部会 スタジオ映像作業班 Web 会議 
2 月 16 日（水）：第 60 回無線 LAN システム開発部会 Web 会議 
2 月 18 日（金）：スタジオ設備開発部会 機器間インタフェース作業班 Web 会議 
 
 
 

 
 

 
2 月 7 日（月）～23 日（水）：ITU-R SG5 WP5D 第 40 回会合  Web 会議 

 
 
 
 
 
 
 

今週の ARIB 内会合（2 月 14 日～2 月 18 日） 

今週の国際会合（2 月 14 日～2 月 18 日） 

https://www.arib.or.jp/osirase/seminar/index.html
mailto:arib-seminar2021@arib.or.jp
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総務省では、新たな電波利用ニーズの拡大に対応するため、周波数のひっ迫状況を緩和し、

電波の有効利用を目的とした「電波資源拡大のための研究開発」を実施しています。 
今般、令和 4 年度から新たに実施する 3 件の研究開発課題の提案の公募に先立ち、研究開発

内容、技術課題、到達目標等を記載した基本計画書（案）について、令和 4 年 2 月 5 日（土）

から同年 3 月 7 日（月）まで意見を募集しています。 
 

詳細については【令和 4 年 2 月 4 日の総務省報道資料】をご覧ください。 
 
 
 
 
 

 
 
 
 

総務省は、携帯音声通信事業者による携帯音声通信役務の契約締結時等に求められる本人確

認書類に関して、国民年金手帳の根拠条項の改正等に係る制度整備のため、携帯音声通信事業

者による契約者等の本人確認及び携帯音声通信役務の不正な利用の防止に関する法律施行規

則（平成 17 年総務省令第 167 号）について、所要の改正を行うことから、一部を改正する省

令案に関する意見募集について、令和 4 年 2 月 9 日（水）から同年 3 月 10 日（木）までの間、

意見を募集しています。 
 

詳細については【令和 4 年 2 月 8 日の総務省報道資料】をご覧ください。 
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令和 4 年度から新たに実施する電波資源拡大のための 
研究開発の基本計画書（案）に関する意見募集 

【令和 4 年 2 月 4 日発表】 

携帯音声通信事業者による契約者等の本人確認等及び 
携帯音声通信役務の不正な利用の防止に関する法律施行規則の 

一部を改正する省令案に対する意見募集 
【令和 4 年 2 月 8 日発表】 

https://www.soumu.go.jp/menu_news/s-news/01kiban09_02000425.html
https://www.soumu.go.jp/menu_news/s-news/01kiban18_01000138.html

